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意 見 書 
１．職員配置基準の改善について                           

令和７年度より、１歳児の職員配置の改善を進めるため、公定価格上の加算措置として、
新たに「１歳児配置改善加算」を措置いただいたが、加算をとるには、１歳児の職員配置を
５：１以上に改善した上、３つの要件が必要となっている。5：1 の配置がされていること
のみをもって加算する必要があると考えるので、3 要件は撤廃を検討していただきたい。 
 また、「こども未来戦略」を踏まえ、3 歳児の配置基準が 15：1、4・5 歳児の配置基準が
25：1 に改善されたものの、3 歳児配置改善及びチーム保育加配を含めれば、既に多くの施
設で 15：1 及び 25：1 は実現されていることに加え、チーム保育加配加算を取得している
事業所は公定価格上の金額に変更がなく、事実上改善がなされたとは言い難い。 

「こどもが権利の主体」であるという、こども基本法の趣旨及び幼保連携型認定こども園
教育・保育要領が掲げる「子どもの最善の利益を守り、園児一人一人にとって心身ともに健
やかに育つためにふさわしい生活の場であること」を実現するためには 25：1 は十分ではな
い。令和 7 年度以降の早期に 1 歳児の配置を 5：1 に配置基準上から改善いただくとともに、
４・５歳児の配置基準をユニセフのイノチェンティ研究所レポートカード８（2008 年 12 月
発行）に記載されている、配置基準のベンチマーク（評価基準）が 15：1 であることを踏ま
え、これに相当する配置を配置基準上で定めて頂きたい。 
 
２．職員の処遇改善について                             
 昨年度の処遇改善は、人勧連動により大幅に改善されたが、物価高騰に対応するための、
他産業の賃上げにより、未だ、全産業平均から月額 12,000 円程度の差が生じているところ
である。他産業との働き手の奪い合いが続いている中で、現在の保育士等の処遇であれば、
保育業界の人材確保は絶望的な状態である。 
 保育者はこどもの健やかな成⻑と命を守り、その保護者の就労と日常を守ることで社会的
に大きな役割を果たしている専門性の高いエッセンシャルワーカーである。骨太 2025 でも
記載されている「保育・福祉等の人材確保に向けて」「公定価格の引上げを始めとする処遇
改善を進める。」べく、更なる財政措置による処遇改善を早急に実施して頂きたい。 

また併せて、認定こども園は経過措置があるものの、幼稚園免許と保育士資格を併せ持つ
保育教諭である。現在の公定価格の基本分単価内の人件費算定根拠となっている福祉職俸給
表から、教育職俸給に切り替え、基本分単価上からも抜本的に向上していただき、保育者の
地位も併せて向上していただきたい。 



３．こども誰でも通園制度について                          
 令和８年度４月１日に全自治体で滞りなく実施されるよう、準備を進めていただいている
ところであるが、事業者が実施するために必要な準備内容（定款、寄付行為の変更）等につ
いても、抜かりなくお示しいただきたい。また、公定価格については現時点で具体的な金額
が示されていないが、初回面談が義務付けられることも踏まえ、機能を維持することができ
る人件費や諸経費を勘案した基本部分+単価+加算という考え方を検討に入れていただき、
この制度の趣旨である、『全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備』
し提供することに事業者が注力できるよう推進していただきたい。さらに、自市町村の住⺠
が適切に支援を受けられるようにするため、事業者に対して「優先予約枠」の設定を求める
ことが考えられていることから、早急にシステムのアップデートを進めていただき、保護者
が令和８年４月のスタート時から利用できるよう準備を行っていただきたい。 
 
4．幼保連携型認定こども園教育・保育要領の改訂について               
 次期幼保連携型認定こども園教育・保育要領等の議論がはじまろうとしているところであ
るが、幼保連携型認定こども園が、幼児教育・保育施設の機能面において、全てのこどもの
類型及び子育ての支援部分の全てを網羅している施設であることを踏まえ、「幼保連携型認
定こども園教育・保育要領」を中心的・総合的に改訂に取り組んでいただきたい。さらに、
教育・保育要領の内容が実現されるために、どのような制度整備が必要かという観点からも
令和８年度予算編成過程で検討いただく必要があると考える。具体的には、配置基準の推進、
保育者の処遇改善に加え、公定価格基本分単価に含まれる人件費についても実態に即したも
のとなるよう検討いただきたい。また、園運営を行う園⻑・副園⻑・主任等の管理職が常に
学び続けるための研修の必須化、さらに、保育教諭の免許・資格の統一化、子育て支援員制
度等についても併せて検討いただき、すべてのこどもの最善の利益を実現できる保育環境整
備に尽力いただきたい。 
 

以上 


